
　　小牧市長　山下　史守朗

所在地

その他

（１）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないものであること。

（２）小牧市建設工事入札参加資格者名簿に登載されている者であること。

（３）指名停止、暴力団排除措置を受けていない者であること。

（４）民事再生法による再生手続開始の申立てがなされていない者又は会社更

　　　生法による更正手続開始の申立がなされていない者であること。

（５）営業停止処分を受け、営業停止期間中でない者であること。

なお、企業体による場合の延べ面積算定については、出資比率が２０%以

上の工事に限るものとし、出資比率で按分し算定した面積以上とする。

（小数点以下切捨て）

配置技術者
建築一式工事業に係る監理技術者資格者証及び監理技術者講習終了証を有する

者を専任の監理技術者として配置し得ること。

小牧市内本店　900点以上を有する者。

小牧市内支店　900点以上を有する者。

愛知県内本店　1,100点以上を有する者。

愛知県内支店　1,100点以上を有する者。

施工実績

過去１０年間（平成１９年４月１日から入札参加申込書を提出する前日ま

で。）に、国内において国又は地方公共団体が発注した新築又は増築の工

事で、延べ面積500㎡以上（増築の場合は増築部分の面積に限る。）かつ、

鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物の建築

工事一式を元請として履行した実績があること。

入札等の方法
あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）を使用すること。

・総合評価落札方式

入
札
参
加
資
格
要
件

建設業の許可
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定により、建築一式につい

て建設業の許可を受けている者であること。

小牧市内本店　小牧市内支店　愛知県内本店　愛知県内支店

総合評定値

建築一式工事

予定価格
金310,300,000円

（この金額は消費税及び地方消費税相当額を除いた金額である。）

低入札調査基準価
格

【低入札調査基準価格】 有

低入札調査基準価格の算出方法：建築工事

【失格判断基準価格】有

工期 平成 30 年 04 月 09 日　～　平成 31 年 02 月 14 日

工事概要

鉄骨造　平屋建　延床面積　999.24㎡

上記にかかる建築工事一式

工事名 （仮称）史跡センター建設工事のうち建築工事（10048655）

路線等の名称

工事場所 小牧市堀の内一丁目地内

１号）第７条の規定に基づき公告する。
　なお、本公告の入札は、あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）における電子入札サブ
システム（以下「電子入札システム」という。）により実施する。

平成 30 年 02 月 02 日

公告

　次のとおり事後審査型制限付一般競争入札（総合評価落札方式）を実施するので、地方自治法施
行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び小牧市契約規則（昭和５５年規則第１



【提出書類】

開札日時 平成 30 年 03 月 05 日 （月）　午後 01 時 30 分

開札場所 小牧市役所本庁舎４階　契約検査課

落札候補者の決定

落札候補者を決定し、電子入札システムにより通知する。

開札終了後、落札候補者は資格確認書類を落札候補者決定通知を受けた日の翌

日から起算して２日以内（休日を除く）に小牧市役所総務部契約検査課へ直接

持参して提出すること。

なお、期限までに提出しないときは、当該落札候補者のした入札は無効とする。

入札情報サービスにて閲覧に供する。

質問回答予定日 平成 30 年 02 月 23 日 （金）　午前 11 時 00 分　から

入札書及び工事費
内訳書の提出方法

等

電子入札システムにより、入札書に必要な事項を入力し、工事費内訳書を添付

ファイルとして送信すること。

【提出期間】

平成 30 年 03 月 01 日 （木）　午前 09 時 00 分　から

平成 30 年 03 月 02 日 （金）　午後 05 時 00 分　まで

現場説明会 無

設計図書に対する
質問等

設計図書に対する質問は文書（設計図書等質問書（様式第３））により、小牧

市役所総務部契約検査課へ直接持参して提出すること。

【質問期限】

平成 30 年 02 月 16 日 （金）　午後 05 時 00 分　まで

【回答方法】

必要に応じて、別途書類等の提出を求める場合がある。

設計図書の配布

あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）のポータルサイトからダウン

ロードする方法により配布する。

【配布期間】

公告日から入札参加申込書提出期限まで

【提出期間】

平成 30 年 02 月 05 日 （月）　午前 09 時 00 分　から

平成 30 年 02 月 16 日 （金）　午後 05 時 00 分　まで

【その他】

・入札参加申込署

（１）制限付一般競争入札参加申込書（様式第１）

・技術資料

（１）総合評価（特別簡易型）技術資料

　　　設計業者　株式会社　丹羽英二建築事務所

（７）その他、小牧市事後審査型制限付一般競争入札（総合評価落札方式）公

　　　告説明書による。

入札参加申込書等
の提出

入札参加を希望する者は、次により入札参加申込書（様式第１）を電子入札シ

ステムにて提出しなければならない。また、総合評価落札方式の場合には、総

合評価技術資料（以下「技術資料」という。）を小牧市役所総務部契約検査課

へ直接持参して提出しなければならない。

期限までに申込書等を提出しない者は、本入札に参加することができない。

【提出書類】

その他
（６）当該工事に係る設計事務等の受託者又は当該受託者と資本を若しくは人

　　　事面において関連がある建設業者でないこと。

　　　「当該工事に係る設計事務等の受託者」とは、次に掲げる者である。



問い合わせ先

小牧市堀の内三丁目１番地

小牧市総務部契約検査課契約係

電話（0568）76-1103（直通）

契約保証金 有

入札及び契約手続
等

地方自治法、小牧市契約規則（昭和５５年小牧市規則第１１号）、小牧市建設

工事等に係る電子入札実施要領（平成２０年３月２８日１９小総第１２４７号

）、あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）利用規約（平成１８年９

月６日施行）、小牧市建設工事総合評価競争入札試行要綱（平成２０年２月５

日１９小総第１００７号）、小牧市入札参加者心得書及び小牧市事後審査型制

限付一般競争入札（総合評価落札方式）公告説明書を確認すること。

この工事の契約の締結については議会の議決が必要である。

必要に応じて、別途書類等の提出を求める場合がある。

契約書作成の要否 要

前払金及び中間前
払金

有

入札保証金 免除

（１）制限付一般競争入札参加資格確認申請書（様式第５）

　　　※資料を添付すること。

【その他】



 

別記１「総合評価に関する評価項目と評価基準」 

 

１ 入札の評価に関する基準 

  本工事の総合評価に関する加算点付与の考え方は、以下のとおりとする。 

Ａ（配点７点） 

分 

類 
評価項目 添付書類 評価基準 配点 

 

企 

業 

の 

施 

工 

能 

力 

①企業評価対象工事

の施工実績（過去１０

年間：平成１９年４月

１日から技術資料を

提出する前日までに

完了）※1 

施工実績を確認できるもの

（コリンズ竣工時カルテ受

領書の写し等） 

（１０件まで） 

 

１０件以上あり ４点 

７件～９件 ３点 

３件～６件 ２点 

１件～２件 １点 

上記項目に該当しない ０点 

②ＩＳＯ９００１・Ｉ

ＳＯ１４００１認証取

得の有無※2
    

取得済とわかる書類の写し 両方の認証を受けている ２点    

どちらかの認証を受けている １点 

上記項目に該当しない ０点 

③国又は地方公共団体

における優良工事表彰

等の有無（過去３年

間：：：：平成２６年４月１

日から技術資料を提出

する前日まで）※３ 

優良工事表彰された工事で

あることを証明する表彰状

等の写し 

表彰等あり １点 

表彰等なし ０点 

※1 企業評価対象工事は、元請として施工した建築一式工事のうち、次に掲げる工事とする。なお、

企業体による場合の延べ面積算定については、出資比率が 20%以上の工事に限るものとし、出資

比率で按分し算定した面積以上とする。（小数点以下切捨て） 

  評価対象工事：国内において、国又は地方公共団体が発注した新築又は増築で延べ面積 1,000 ㎡

以上（増築の場合は増築部分の面積に限る。）で、鉄骨造、鉄筋コンクリート造又

は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物の工事 

※２技術資料を提出する前日までに、入札に参加する営業所が認証されていること。 

※３優良工事表彰とは、企業体のいずれかの構成員が、国又は小牧市以外の地方公共団体で、優良工

事として表彰又は公表されたものとする。（同業種に限定するものではありません。）表彰等の

日付が該当期間内のものを実績と認める。小牧市については、優良工事として公表されたものは、

添付書類を必要としない。技術資料提出後に、小牧市の優良工事として公表されていたことが判

明しても加点することはできません。小牧市の優良工事の公表期間を過ぎているものについては、

技術資料を提出する前に、小牧市役所契約検査課に確認すること。  



 

Ｂ（配点８点） 

分 

類 
評価項目 添付書類 評価基準 配点 

配 

置 

技 

術 

者

の

能

力 

①技術者評価対象工

事の施工実績（過去 

１０年間：平成１９年

４月１日から技術資

料を提出する前日ま

でに完了）※１※３ 

施工実績を確認できるもの

（コリンズ竣工時カルテ受

領書の写し等） 

（５件まで） 

 

対象工事実績数×１点 

（最大５点） ０点 

 ～  

５点 

 

②工事成績の評定点

（過去５年間：平成２

４年４月１日から平

成２９年３月３１日

までに完了した工事

の内１件）※１※３ 

工事成績が確認できるもの

（工事成績評点結果通知書

等の写し） 

 

７９点以上 ２点 

７５点以上７９点未満 １点 

７５点未満又は実績なし ０点 

③継続教育（ＣＰＤ）

の取組実績※２※３ 

建築ＣＰＤ運営会議が発行

した実績証明書の写し 
継続教育の証明あり １点 

継続教育の証明なし ０点 

※1技術者評価対象工事は、元請として施工した建築一式工事のうち、次に掲げる工事とする。なお、

企業体による場合の延べ面積算定には、出資比率が 20%以上の工事に限るものとし、出資比率で

按分し算定した面積以上とする。（小数点以下切捨て） 

  評価対象工事：国内において、国又は地方公共団体が発注した新築又は増築で延べ面積 1,000 ㎡

以上（増築の場合は増築部分の面積に限る。）で、鉄骨造、鉄筋コンクリート造又

は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物の工事 

※２配置する技術者が、建築ＣＰＤ運営会議に加盟する団体が発行するＣＰＤ（継続教育）の単位を

平成２８年４月１日から技術資料を提出する前日までの間に年間推奨単位（各団体の１年間の推

奨単位（ユニット等））以上取得していること。 

※３企業体の代表者となる構成員が配置しようとする技術者の実績を求めるが、入札参加申込みの時

点で配置技術者を特定することができない場合は、候補とするすべての配置技術者について資料

に記入すること。①、②、③の実績は同一人のものであること。複数の候補者がいる場合は、そ

の評価は①、②、③の加算点の合計が最も低い候補者のものを使用する。 

  



 

Ｃ（配点５点） 

分 

類 
評価項目 添付書類 評価基準 配点 

地
域

精
通

度
・

地
域

貢
献

度
 

①契約締結する営業所

等の所在地※1 

 
小牧市内に本店を有する ３点 

小牧市内に支店、営業所を有する １点 

上記項目に該当しない ０点 

②愛知県ファミリーフ

レンドリー企業登録の

有無※2    

企業登録証の写し 
登録あり    １点    

登録なし ０点 

③障がい者雇用の有無 

※３ 

雇用を証明できる書類

の写し※４ 

雇用している １点    

雇用していない ０点 

※1本案件公告日における小牧市へ登録されている本店、支店、営業所 

※2本案件公告日までに認証されていれば認める。 

※３「障がい者雇用の促進等に関する法律」に基づく法定雇用率を達成しているもの、又は、雇用義務

がなくても障がい者を雇用していれば認める。 

※４常用労働者が５０人以上の事業所は、ハローワークに提出する雇用に関する状況表の写し。常用労

働者が４９人以下の事業所は、雇用している従業員証、障害者手帳の写し。 

 

２ ヒアリングについて 

提出された技術資料又は配置技術者に対するヒアリングを行うことがあるが、ヒア

リングを行う場合は、その日時・場所等について別途通知する。 

 

３ 評価項目の審査 

加算点は，技術資料及び添付書類に基づき、１の評価基準で審査し算出する。提出

書類のみでは判断ができない場合、内容の確認や追加資料の提出を求めることがある。 

また、提出した書類の記載内容が事実と違っていた場合や記載漏れでも書類の再提

出は認められない。なお、この場合は加点対象とならない。 

 

４ その他 

(1) 申請書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

(2) 提出された申請書等は、返却しない。 



 

低入札調査基準低入札調査基準低入札調査基準低入札調査基準価格について価格について価格について価格について    

 

  この工事の低入札調査基準価格は、次の算出方法により得た額により設定します。 

 

公表の時期及び算出方法公表の時期及び算出方法公表の時期及び算出方法公表の時期及び算出方法    

公表時期 最低制限価格 

事後公表事後公表事後公表事後公表 建築工事 

 
 

※ 上記により算出した額が予定価格の 10 分の 8 を超える場合は 10 分の 8 に相当する額、また 10 分の 7 に満たない

場合は 10 分の 7 に相当する額とする。 

※ 建築工事において直接工事費、共通仮設費、現場管理費、一般管理費以外に別途計上している場合（仮囲い、交

通誘導員、室内環境測定、ガス工事、廃材処分費等）は、直接工事費に加えて算出する。 

    

    

予定価格 

算定上の 

直接工事費×８５％×８５％ 
 

共通仮設費×９０％ 
 

( 直接工事費×１０％＋現場管理費 )×８０％ 
 

一般管理費×５５％ 

の合計額(千円未満切捨て) 

 

×1.08 (消費税及び地方消費税) 

 


